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１．第２回研究会での説明概要

第2回研究会では、大規模電源停止を想定した場合のＦＣ必要量を説明

➣ 50Hz地域あるいは60Hz地域の系統容量の10%程度を電源停止リスク
（地震に伴う原子力停止量または50Hz地域あるいは60Hz地域の各社の
最大原子力サイトの停止量の合計に相当）として見込み， 追加対策
必要量を評価

➣ 50Hz地域または60Hz地域とも，リスク発生後に予備率3％を確保する
ためには，追加対策としてＦＣを現状（120万kW）から90万kW程度の
上積み（合計210万kW）が必要

需要 H23供給計画の最終年次の最大3日平均電力（東北・東京はH22供計）

供給力 最大３日平均電力に対して予備率8%

停止リスク 原子力最大サイトが50Hz地域あるいは60Hz地域それぞれで同時に発生

追加供給力 「火力増出力運転」「自家発余剰」「補修停止電源の再稼働」「応援融通」を織り込み

信頼度評価の前提条件

※ 需要側の対策は考慮していない
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2．今回の説明内容

今回、リスク想定量やＦＣ必要量について、以下の項目の評価を実施。

① 大規模電源停止リスク

② 応援融通送電側の供給余力

③ ＦＣ増強コスト
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系統容量の10%程度を電源停止リスク（地震に伴う原子力停止量または50Hz地域あるいは60Hz地域の各社
の最大原子力サイトの停止量の合計に相当）として見込み、 FC増強量を90万kWと算出。

これ以上の電源停止リスクに対応しようとする場合、FC増強量が増加するため、費用対効果の評価が必要

3．①大規模電源停止リスク

4
電源の停止量（50Hzまたは60Hz系統容量比）

１０％ ４０％２０％ ３０％０％

中越沖地震
（柏崎刈羽2・3・4・7T）

東日本大震災

阪神大震災

東京湾火力

伊勢湾火力

大阪湾火力

若狭湾原子力
（高浜・大飯・美浜・原電敦賀）

東海・東南海・南海
地域の火力・原子力

震
災
実
績

特
定
地
域
の
電
源

Ｎ－１
（発電機最大ユニット）

各社最大原子力サイト
（50Hzまたは60Hz地域毎合計）

原子力最大１サイト
（各社最大原子力サイト）

リ
ス
ク
想
定 今回想定しているリスク

系統容量の10%程度の電源停止

1.6%

3.0%

5.4%

6.8%

447万kW

931万kW

1,014万kW

約300万kW

約2,630万kW

約1,600万kW

約1,260万kW

約2400万kW

52～553万kW

(50Hz) 826万kW
(60Hz) 1,089万kW

【ＦＣ増強量】

＋９０万ｋＷ
（1,320～3,550億円）

火力停止

原子力停止

【凡例】

Ｎ－２以上の事象 ＜現状のＦＣ容量＞
FC：103.5万kW
FC：120万kW

・火力は比較的に早期復旧が期待出来る。
・仮に全ての電源停止をFCで対応しようと

すると2,000万kW以上のFCが必要となる

約2,100万kW

停止後
～数日後

２週間後１ヶ月後４ヶ月程度経過後
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５０Ｈｚ地域・６０Ｈｚ地域間の応援融通量を考えるには、融通送電側の供給余力も

考慮する必要あり。

通常起こりうる需要予測差や発電機停止などを考慮すると、運転予備力３～５％の
確保 が必要。（ＥＳＣＪルールに規定）

そのため、融通送電側の融通送電後の予備力についての確認が必要。

最大需要：8,161万kW

供給力：8,814万kW※1

最大需要： 9,962万kW

供給力：10,759万kW※1

＜６０Ｈｚ地域＞ ＜５０Ｈｚ地域＞

※１：供給力の値は融通前の供給予備率を適正予備率の ８％とした場合

４．②応援融通送電側の供給余力

供給余力 供給余力

応援融通には送電側の

供給余力が必要
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ＦＣを２１０万ｋＷ（９０万ｋＷ増強）とした場合、東西間で最大限融通を行ったとしても、
融通後の送電側の予備力は５％を確保可能

ＦＣ容量を拡大していくと、融通送電側の予備力が低下するため、最大限融通できる
可能性は低下

このため、融通送電側の供給力の面から評価しても、９０万ｋＷ増強は妥当な水準
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４．②応援融通送電側の供給余力

60Hz地域

50Hz地域 予備力の低下により最大限
融通できる可能性は低下

ＦＣ：２１０万ｋＷ（９０万ｋＷ増強）
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ＦＣ増強コストとしては、ＦＣおよび周辺交流系統の増強コストに加え、前述の融通送電側の供給力対
策や系統安定化対策も考慮する必要がある。

５．③ＦＣ増強コスト
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既設の500kV系統の運用限界
（系統安定度等）により、さらに
基幹系統の大規模な増強が必要

となる可能性 ＋α

ＦＣ：90万ｋＷ増強
1,320～3,550億円

FC＋
供

給
力

対
策

（G
T設

置
）
※

2

FC増強
※1

＜FC増強コストのイメージ＞

※1 FC増強コストの緑点線：90万kW増強時の下限（1,320億円）と、各案の組み合わせに
よる480万kWへの増強の概算コストから描画。

※2 FC＋供給力対策の青点線：供給力対策はFC容量が300万kW以上の時点から必要と仮定。
（50/60Hz両地域にGT設置(16万円/kW)にて試算））
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(参考). 追加対策必要量の考え方（50Hzエリアの例）

元の需要に対し必要な供給力（予備率：3%） 418万kW

※他社からの応援融通、火力増出力は震災後、自家発活用は2週間後、補修停止電源の再稼働は1ヶ月から計上した。

電源が復旧
しなければ
翌年（夏期）
も需給ｷﾞｬｯ
ﾌﾟが発生

予備率3%を確保するためには、
FCを90万kW増強する必要がある

ｷﾞｬｯﾌﾟ：74万kW
需要側対策

需要側対策として、デマンド・レスポンス等によ
る対策にも期待出来る可能性。（震災時は実際

には需要減少の可能性も有る） －α


